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Ⅱ－3 産業別賃金交渉の形成と発展－高度経済成長期－
戦後，産業別労働組合が強く志向されながらも，新労組法によって協約締
結権が企業あるいは事業所別の労働組合の「単組」に限定されるなかで，いっ
たんはその運動は挫折した。しかし1950年代前半の「産業別賃金決定混乱の
時代」を経て，春闘が始まるや，あらためて産業別労働組合は長期的目標で
はあれ目指されることとなった。総評組織綱領草案は，日本では，企業別組
合という単組を「一経営一組織」のなかに位置づけ，単位組合の集合体であ
る産業別組織を産業別労働組合に発展させることができると展望した。もと
より，それは，本来の産業別労働組合とは違って個人加盟ではないため，職
場闘争と産業別統一闘争の大衆的諸経験を通して組合員の意識変革を図りな
がら不断に強化されなければならないという課題を背負っていたと言える。
したがって，産業別労働組合の研究は，これら闘争との関係で追究されて
いかなければならないが，「このような組合運動が展開するなかで，組合研
究では産業別レベルの団体交渉問題は全く未開拓分野」であり，「研究対象
そのものの流動的状態の高さによってか，ただちには現われなかった」1よう
である。
しかし春闘が発展するなかで，すなわち「流動的状態」から構造的な定着
状態に変化するなかで，産業レベルでの実質的な団体交渉が一般化すること
によって，産別組合の研究は，新たな段階に入ることとなった。本節（Ⅱ－
3）では，そうした新たな産業別労働組合研究として，以下の文献を検討す
る。
①小池和男『日本の賃金交渉－産業別レベルにおける賃金決定機構－』東
京大学出版会，1962年〔以下，小池和男（1962）と略記〕
②高梨昌『日本鉄鋼業の労使関係－団体交渉下の賃金決定－』東京大学出
版会，1967年〔以下，高梨昌（1967）と略記〕
③大河内一男編『産業別賃金決定の機構』日本労働協会，1965年〔以下，
1 高梨昌「労働組合の組織問題」労働問題文献研究会編『文献研究－日本の労働問題－』
総合労働研究所，増補版第二刷，1975年，222～223頁。
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大河内一男編（1965）と略記〕
④岡崎三郎他著『日本の産業別組合－その生成と運動の展開－』総合労働
研究所，1971年〔以下，岡崎三郎他（1971）と略記〕
これらの研究を検討する前に，まずは春闘の拡大・定着過程を追うことか
ら始めよう。
（1）春闘の拡大と定着
春闘の開始は，周知のように，1955年の賃上げ期における8単産共闘であ
る。その前年12月には，電産，炭労，私鉄総連，合化労連，紙パ労連の総評
内5単産による「春季賃上げ5単産共闘会議」（5単産共闘）の設置が合意
され，さらに，1955年1月に全国金属，化学同盟そして電機労連（中立労連）
を加えた8単産共闘が成立した。そして2月から3月にかけて，要求を賃金
引き上げに絞って統一闘争を展開した。
春闘後の1955年7月の総評第6回大会は，8単産共闘の成果を誇るととも
に，「官公労と民間労組はしっかり共闘を積み重ね，賃金要求をもって来春
を目途とする統一闘争を組む計画をする。そのために直ちに大会終了後，統
一闘争委員会を設置して，この計画の完遂を期する。賃金闘争は全労会議，
中立組合，新産別，未組織労働者との共闘を計画する」2として，共闘の拡大
を呼びかけた。役員選挙では，髙野実の対立候補に岩井章が立ち，事務局長
に選出された。また，役員を退いていた太田薫は副議長にカムバックして，
こうして，太田－岩井ラインと呼ばれる総評指導体制が生まれることとなっ
た。
その後の春闘には，紆余曲折があるが，参加組織（人員）に注目して述べ
れば，以下のようである。
春闘の参加組織については，ひたすら拡大し続けたと言ってよい。当初の
参加人員は，先の8単産70万人であったが，1959年春闘は，60単産392万人
という規模に達し，さらに1964年春闘は，160単産657万人にのぼった3。わ
2 日本労働組合総評議会編『総評20年史』労働旬報社，1974年，634頁。
3 春闘共闘委『賃金白書－1965年度－』より（上妻美章『春闘』労働教育センター，1976
年，107頁）。
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ずか10年間で，春闘の参加人員は10倍という勢いであった。
1959年春闘は，春闘の開始後すぐに加わる公務関係の労働組合のほか，そ
れまで単独の賃金闘争を展開してきた鉄鋼労連が加わり，総評内組合のほぼ
すべてを網羅した4。そして，春闘共闘委員会が正式に結成され，総評のほ
か中立労連も組織として一括して参加するようになった。中立労連は，電機
労連を中核としたナショナルセンターであるが，それまで春闘に参加してい
たのは当初からの電機労連だけであったことからすれば，一括参加の意味は
大きかった。
また1964年春闘は，春闘共闘委員会にとどまらず，同年に同盟会議の再編
によって発足した「同盟」が，春期に集中して賃上げ目標を掲げるようにな
り，その傘下の単産も「事実上春闘の一翼を形成することとなった」5。した
がって，それを加えれば，160単産657万人（1964年春闘共闘委）を超える春
闘体制ができあがったのである。
春闘共闘委『賃金白書』によれば，1966年には「春闘共闘に参加した労働
者は700万人をこえ，春闘共闘に参加しないが，ほぼ同じ時期に賃上げをた
たかう労働者をふくめれば850万人の賃金闘争が闘われるようになってきて
いるのである。これは，全組織労働者の1100万人のほぼ80％にあたる。そし
て春闘の結果は，3000万人におよぶわが国の雇用労働者の賃金に直接，間接
に大きな影響力をもつ」6というのだった。
もちろん，これらの数字は，春闘共闘委の公称である。その内訳を，1967
年春闘について労働省労政局労働組合課調査で見れば，全体では156組合579
4 春闘と産別単一化への志向性との関連は，鉄鋼労連が象徴的である。「第3期は，鉄鋼
労連が発足以来かかえてきた産業別組合としての組織的脆弱性を，総評の「春闘」へ「積
極的」に参加しながら克服してゆこうと暗中模索している時期である。鉄鋼労連は，他の
単産もそうであるように，組織の「単一化」を結成以来目標にし，「組織小委員会」で構
想の具体化をはかってきている。だが，これは未だ実現をみていない。しかし，これを実
現する布石として統一闘争の積み上げが必要であり，これによって事実上の組織の単一化
が確立できるものだという認識に立ちながら，今日まで組合運動を推進してきている」［高
梨昌「鉄鋼」大河内一男編（1965），30頁］。
5 兵藤釗『戦後の労働史・上』東京大学出版会，1997年，139頁。
6『日本労働年鑑（1968年版）』250～251頁。
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万1300人，そのうち総評以外の単産は，中立労連15組合99万7800人，その他
19組合36万5800人であった7。春闘は，もはや総評一人の闘いではなくなっ
ていたのである。春闘共闘委『賃金白書』の言う，春闘共闘委700万人超，
春期賃上げ闘争参加者850万人，組織労働者の80％とは，いささか誇張はあ
るにしても，勢いを言い表してはいた。そして70年代には，春闘共闘委は800
万人と公称するようになる。
7 日本労働協会編『年報日本の労使関係－昭和43年版－』日本労働協会，1968年，58～59
頁。
表1 春季賃金交渉の規模 単位：千人
年
春闘に参加したもの
（春闘共闘委）
春の賃上
げ 闘 争
（同盟・新
産別の組
合）（Ｂ）
合計
（Ａ＋Ｂ）
組織
労働者数
（Ｃ）
雇用
労働者数
（Ｄ）
（Ａ＋Ｂ）
／Ｃ
％
（Ａ＋Ｂ）
／Ｄ
％
民間労組
官公庁
労組
計（Ａ）
1955 734 ― 734 ― 734 6，286 17，640 11．7 4．2
‘56 867 2，126 2，993 ― 2，993 6，463 19，310 46．3 15．5
‘57 990 2，236 3，226 ― 3，226 6，763 20，140 47．7 16．0
‘58 1，282 2．404 3，686 ― 3，686 6，984 21，340 52．8 17．3
‘59 1，544 2，420 3，964 ― 3，964 7，211 22，480 55．0 17．6
1960 1，705 2，389 4，094 183 4，277 7，662 23，820 55．8 18．0
‘61 1，977 2，408 4，385 553 4，938 8，360 24，220 59．1 20．4
‘62 2，400 2，439 4，838 554 5，392 8，971 25，820 60．1 20．9
‘63 2，713 2，516 5，229 803 6，032 9，357 26，930 64．5 22．4
‘64 2，817 2，375 5，192 700 5，892 9，800 28，030 60．1 19．2
‘65 2，982 2，585 5，567 780 6，347 10，147 29，140 62．6 21．8
‘66 3，059 2，619 5，678 1，108 6，786 10，404 30，420 65．2 22．3
‘67 3，103 2，679 5，782 1，087 6，869 10，566 31，000 65．0 22．2
‘68 3，175 2，643 5，817 1，213 7，032 10，863 31，590 64．7 22．3
‘69 3，276 2，649 5，925 1，311 7，236 11，249 31，960 64．3 22．6
1970 3，321 2，644 5，965 2，048 8．013 11，605 31，770 69．0 24．5
‘71 3，377 2，657 6，034 2，136 8，169 ― 34，290 ― 23．8
出所）『労働白書（昭和46年版）』，424頁。
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労働省『労働白書』に掲載された「春季賃金交渉の規模」推移の表1に見
られるように，1960年代半ばには，春闘は組織労働者の3分の2そして雇用
労働者の4分の1に迫る参加を見るまでにいたった。たしかに，春闘は日本
社会の中に定着したのである。
（2）産業別交渉の進展と産業別労働組合研究
（2）－1 生産物市場－賃金水準－産別組織
春闘の拡大・定着のなかで，それまで組織形態に注目してきた労働組合研
究は，見直しを迫られることになった。企業別組合を基盤としながらも，産
業レベルにおける賃金交渉が現実化してきたからである。その最初の試みが，
小池和男（1962）である。そこでは，三つの産業が対象とされている。繊維
産業，鉄鋼産業及び私鉄である。ただし，前二者の繊維産業と鉄鋼産業が主
要な分析の対象であり，私鉄は補論において触れられている。
なぜ，研究の対象が繊維産業と鉄鋼産業かと言えば，「独占大企業が制覇
する産業」であって，賃金決定機構の階層性が見出される産業と考えられる
からである8。賃金決定機構の階層性は，「同一昇進ルートに属する職務群」
という職種の段階的規定にもとづいているが，その階層性のなかに産業レベ
ルの賃金交渉が位置付けられ，産業別組織あるいは産業別労働組合の機能が
そのレベルにおいて発揮される。「この職種概念を用いて・・・基礎資料を分析
すると，同一産業の大企業間では，少なくとも賃金水準はきわめて近接し，
中企業のレベルも従来指摘されていたほどの〈質的〉な格差はしめさない。
こうした状況を基礎に産業別労働組合の賃金政策が展望される」9とするので
ある。これが小池和男（1962）の主題である。
そして，産業レベルの賃金交渉が成立する条件は，生産物市場での競争関
係の存在である。
以下，賃金決定機構の階層性及び生産物市場という視点を中心に，小池和
男（1962）の内容を見ていこう。
8 小池和男（1962），7頁。
9 同上，2頁。
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まずは，賃金決定機構の階層性である。
賃金は，①職種群，②職種，③職務及び④作業単位における労働給付との
取引関係の中で決定される。鉄鋼業を例にとれば，職種群は，職員のほか，
製銑工－製鋼工－操炉工－圧延工などの各職種からなる。各職種内の労働は，
圧延工（圧延職場）という職種を例にとると，7つの作業単位からなる。（ⅰ）
仕上圧延機のロールの上下運動を操作する圧下，（ⅱ）仕上圧延機の圧延台
を操作するサイド・ガイド運転，（ⅲ）仕上圧延機の前で均熱した鋼鉄の厚
みをゲージで測るゲージ作業，（ⅳ）竪型圧延機を運転するエッジャー運転，
（ⅴ）粗圧延機のロールを操作する圧下，（ⅵ）テーブルの上下および前後
運動を操作するテーブル運転，（ⅶ）簡単な測定器で幅を測る幅測定の7つ
のポジションである10。
もとより，こうした作業単位と労働者が遂行する作業範囲としての職務と
は，必ずしも一致していないが，作業単位に対応する各労働者の職務は，職
場慣行に基づいて決められている。そして，そこには職務の昇進序列が存在
し，これら職務の上昇を通して「同一昇進ルートに属する職務群」としての
職種が形成されている。上の例で言えば，圧延工である。
このような労働給付のあり方が，賃金決定機構に影響する。小池和男
（1962）から挙げれば，表2のとおりである。
それぞれの詳細は省こう。要点は，労働給付の段階に応じて，賃金の取引
レベルが異なるということである。作業単位あるいは職務の労働給付は，そ
の職種内の賃金構造に影響し，企業あるいは事業所の平均給付労働量は，平
均賃金に影響する。そのため，それに応じた取引機構の中で交渉される。
さて，ここまではむしろ，賃金取引が企業内で行われ，とくに，平均賃金
額が企業の平均労働給付量に対応して，企業あるいは事業所レベルで交渉さ
れる根拠を示している11。企業別組合（事業所別組合）が成立する根拠を明
らかにしていると言ってもよい。とすると，いったい，どこに産業別組合あ
るいは産業別組織は存在しうるのか。
10 同上，90頁。
11 事業所との表現が強く見られるのは，当時の鉄鋼産業の労働組合は，企業別と言うより
「事業所別」であったからである。
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そこで，つぎの生産物市場における競争関係の問題である。
小池和男（1962）は，すでにその前段の繊維産業の分析において，綿紡績
について，賃金と労働給付との取引が多少とも企業的性格をおびる一方で，
「生産物市場における企業間競争こそ，賃金水準決定機構の最も主要な規定
要因となる」12ことを明らかにしていた。その論理と実証の要点はつぎのよう
である13。すなわち，生産物市場をめぐる競争関係は，企業の個別的費用価
格の平準化をもたらす。費用価格（＝原綿費＋賃金費）のうち，原綿費は輸
入されるので各社同水準である。賃金費（＝賃金水準×物的生産性）は，賃
金水準（平均賃金額×平均的労働力の熟練度）のうちの「平均的労働力の熟
練度」と物的生産性が各社共通であれば，平均賃金額は平準化する。熟練度
と物的生産性がどれほど共通しているかを実証すれば，上のことは言える。
そして綿紡績業について実証している。組織的には繊維産業を網羅する全繊
同盟の賃金交渉が，産業別ではなく，製品市場の競争関係にある業種ごとに
表2 企業内団体交渉の構造
賃金給付 取引単位 労働給付
賃金水準
・平均賃上げ額
・平均本給額
・平均能率給額
企業【事業所】
※ただし
労働給付量のみ
企業平均労働給付量
・標準労働時間
・標準生産量
・労働者数
職種群間賃金格差 企業【事業所】 職種群
職種間格差
・能率給職場当一人平均額
事業所（部門） 事業所別
部門別




労働給付量
職種
職種内賃金構造
基本給の個人配分基準
能力給の個人配分基準
大枠





	



個人間格差（いわゆる成績査定）
企業
事業所
職場
作業単位
職務
出所）小池和男（1962）108頁。
12 同上，110頁。
13 同上，62～64頁。
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設けられた部会（例えば綿紡部会）において行われている事実は，そうした
論理と符合する。
このような論理と実証は，鉄鋼業についても可能である。
当時の鉄鋼メーカーは，八幡製鉄，富士製鉄，日本鋼管，住友金属工業，
神戸製鋼，川崎製鉄の一貫6社の完全に近い寡占的状況にあった。銑鉄生産
においては，これら6社計でほぼ9割を占め，また，粗鋼生産のうち圧延用
綱塊（普通綱）においては，各社の系列を含めるとやはり9割を占めていた14。
しかし，独占大企業が制覇する産業とはいっても，生産物市場をめぐって
競争が展開されていた。たしかに，一貫6社のなかで，上位グループ（八幡
製鉄，富士製鉄，日本鋼管）と下位グループ（住友金属工業，神戸製鋼，川
崎製鉄）には若干の差異は認められるが，それでも，これらの「一貫6社間
に激しい競争が有り・・・かつ一貫6社間の競争が鉄鋼市場を主導して」いた15。
銑鉄から鋳造された粗鋼は圧延されて鋼材となるが，その鋼材がほぼ最終
的な生産物である。そこで，「鋼材市場でどの程度競争しているか」16。ただ
し，鋼材は多品種であるため，実証としては複雑になる。とはいえ，結論は
つぎのようである。「上位3社は・・・主要品種のほとんどすべてにわたりそれ
ぞれかなりの占有率を保有するいわばオール・ラウンド・プレイヤーであり，
したがってたがいに全き競争関係にある。これに対し下位3社は，それぞれ
特定の領域に集中し，そこでは上位3社に肉薄し，あるいはそれを抜く力を
もち，その限りで上位3社と激しい競争関係に立つ。しかし主要品種のすべ
てを覆ってはいない。要するに，上位3社間の全き競争関係と，それら下位
3社間のやや部分的な競争関係とが指摘される」17。
他方，平均的労働力の熟練度と物的生産性はどうか。鉄鋼業においては，
繊維産業ほどの共通性は明示されないものの，やはり共通しているとさしあ
たりは受けとめてよい18。少なくとも，製銑・製鋼・圧延の3部門の基幹的
工程のもとで，高炉・平炉・各種圧延機という主要な機械装置を有する一貫
14 同上，120～122頁。
15 同上，129頁。
16 同上，123頁。
17 同上，127頁。
日本の産業別労働組合研究（下）
―77―
6社は，物的生産性においてほぼ共通する19。また，そうした機械装置を操
作する労働者集団の労働給付は，たしかに，作業単位等での配置が企業的性
格を持つが20，しかし「若年未経験工を採用し，最もやさしい職務につけ，
次第に関連あるよりむずかしい職務へと〈昇進〉していくという養成制度」
の下では，「同一職種に属する労働力は，その職業的生涯をとれば，結局同
質となる」21であろう。
したがって，小池和男（1962）は，「労働力の質が，大部分はなお企業を
こえて共通しながら，多少とも企業的性格をもつ」22として，企業的性格に注
意を向けつつも，同時に，労働力の平均的熟練度の共通性を指摘するのであ
る。
生産物市場の観点から以上をまとめると，鉄鋼一貫6社間の鋼材市場をめ
ぐる競争関係は，各社の個別的費用価格の平準化を進め，そして費用価格を
構成する賃金費のなかの「賃金水準（平均賃金額）」の平準化への傾向をも
たらす。こうして，生産物市場の競争する一貫6社の範囲内において，「平
均的労働力の均質性が保証されるかぎり」23，平均的労働給付と賃金水準との
取引機構が形成されるのである。産業別組織あるいは産業別労働組合の産別
レベルでの賃金交渉が現実化する根拠がここに示されたと言えよう。
以上が，小池和男（1962）の基本的内容であるが，なお，いくつかの補足
的な説明を加えよう。
第1に，独占段階における労働給付のあり方が，職場－事業所－企業とい
う取引機構を必然化することから，産別組織の交渉力の問題は，同時にそう
した局面での支えが必要との観点がある。すなわち，「産業別組織は労働組
18 ここで「さしあたり」というのは，鉄鋼業の場合，企業的性格が濃厚であったからであ
る。繊維産業における短期雇用の女子労働力とはその点で異なっていた。
19 同上，89頁。
20「主要機械装置が類似していても，その操作にあたる労働力が同質とは限らない…作業
単位さらには職務の設定は主として事業所ごとに行われるのであって，それが企業をこえ
て共通するという保証はなに一つない」（同上，92頁）
21 同上，92～93頁。
22 同上，95頁。
23 同上，198頁。
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合の賃金政策の一部しか担いえない」のであって，「いかに強力であろうと，
企業・工場・部門および職場組織を基礎とせざるをえない。まことに今日の
労働組合は，まさにこれらの総合によって初めて充分に機能できるのであ
る」24。これは，総評組織綱領草案の発想との整合性をもつ議論である。
第2に，貧困研究への広がりも指摘しておかなければならない。生産物市
場での競争関係が，産別レベル賃金交渉を現実化するとすれば，そうした競
争関係の外側にある労働者群の問題は依然として残る。そういうものとして
の貧困研究の重要性を小池和男（1962）は同時に指摘している25。本書の課
題の限定性を自覚することから，逆に視野の広がりが見られるのである。
（2）－2 寡占体制と産業別労働組合研究
【1】
小池和男（1962）を生産物市場論的アプローチと名付ければ，つぎの本格
的な産業別組合論は，高梨昌（1967）自身が言うように，産業構造論的アプ
ローチである26。すなわち「従来の労働組合研究が，どちらかといえば〈労
働力型論〉を出発とした組織形態論的分析の方法をとったのに対して，ここ
で提起した方法は，労働力の価格形成の場である労働市場構造を基本的に変
化させる要因として産業と企業構造の分析，つまり産業構造論的アプローチ
を試みたことである」27。
ここでもまた，鉄鋼産業が例に採られている。その産業別組織が鉄鋼労連
であるが，組織形態から見れば，企業別あるいは事業所別組合の連合体であっ
て，それぞれが企業別（事業所別）交渉を行っている。しかし，形は企業別
交渉であっても，「事実上もしくは結果的には産業別交渉が成立している」。
そして「もし産業レベルでの賃金交渉がなされているとすれば，いわゆる賃
金の平準化は，いかにして実現され，またされようとしているのか」28。
24 同上，259～260頁。
25 同上，263頁。
26 高梨昌（1967），序6頁。
27 同上，6頁。
28 同上，80頁。
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このことを，産業構造論的アプローチによって明らかにしようとするのが，
高梨昌（1967）の主題である。
独占段階に特有な職種概念（同一職種内の職務序列と内部昇進制）にもと
づいて，企業別組合の存立根拠とその下での産別賃金交渉の現実化あるいは
機能化を説く視点は，高梨昌（1967）も小池和男（1962）を共有している。
他方，賃金費（賃金水準）が平準化する際に小池和男（1962）がもっぱら強
調した費用価格の他に，鉄鋼産業の資本蓄積の有り様を賃金水準の規制要因
として動態的に分析しようとした点に，高梨昌（1967）の「産業構造論的ア
プローチ」の特徴がある。
その趣旨を私なりに表現すれば，競争関係にある部門における商品の市場
生産価格＝利潤＋費用価格（賃金費＋原材料費等）なので，賃金費は，原材
料費の動向及び利潤からの再投資（資本蓄積）の有り様に挟まれて規制され
る（チェックされる）。もし設備投資に対する資金需要が高まって，それを
企業の内部資金から調達しようとすれば，「鉄鋼賃金水準上昇への譲歩の限
界点を低め，これをチェックする作用を生む」29。また，賃金費＝賃金水準×
労働生産性であるため，結局は，それら資本蓄積（設備投資），原材料費，
労働生産性の三つの条件が各社共通（同じような動向を示すの）であれば，
その部門での賃金水準は平準化する。
ただし，これらの関係は「外枠」であって，賃金水準の平準化を現実にす
る労使関係上の要因として，鉄鋼労連の結束強化という事実は見逃せない。
じじつ，鉄鋼労連のストライキ方式について見ると，1953年以降，鉄鋼労連
の拡中闘（拡大中央闘争委員会）が「一切の指令権限」を持って進められた30。
もとより，スト権の委譲あるいは批准は各組合の大会等を経なければならな
かったから，組合の自主性あるいは単独行動は排除されなかった。ときに委
譲あるいは批准に失敗する組合やストの途中で単独に妥結する組合もないで
はなかった。企業別組合の連合体である産業別組織としての脆弱性も併せ
29 前掲高梨昌1965，61頁。実際にも，第3次合理化計画の始まる1956年を画期にして資金
調達方法は，自己資金を中心にしたものに変化した（同62頁）。
30 高梨昌（1967），156頁。なお，川崎製鉄労組は，鉄鋼労連に加盟していなかったので，
それを除く大手5社労組を中心とする産業別組織ということになる。
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持っていたのである。とはいえ，制度的には結束強化という強い意向は存在
した。
このような鉄鋼労連の産別賃金交渉が定着するなかで，春闘開始から10年
余りを経て，鉄鋼価格，資本蓄積そして労働生産性の諸関係のうちに賃金交
渉の動態的な分析も可能となっているとも言えよう。
高梨昌（1967）の今ひとつの特徴として，産業構造論的アプローチから来
る産業別組合論は，「労働組合の団体交渉力が，賃金・生産性・価格という
三者の相互規定関係にまで，広くは投資に影響を及ぼす産業政策立案にまで，
なんらかの方法で拡大されなければならないことを意味している。・・・鉄鋼
産業では，独占化が進むとともに，鉄鋼労連がもつ産業別組合としての性格
に変化が生じてきている」31との指摘である。
この意味を知るには，1960年代半ば頃の春闘をめぐる状況を見ておく必要
がある。それは，総評の春闘指導に対する批判が顕在化した時期である。批
判は，スケジュール闘争，大企業中心の指導，反合理化闘争の消極性などに
向けられていた32。前に見たように，1966年春闘共闘委『賃金白書』が，「春
闘共闘委700万人超，春期賃上げ闘争参加者850万人，組織労働者の80％」と
やや誇張気味の規模をうたったのは，当時見られた批判への総評指導部なり
の気概を示していたと言ってよい。
そうしたどちらかというと左派からの批判とは別に，民間大企業（独占的
大企業）の制覇する産業では，総評内外の労働組合の結集が着々と進められ
た。すなわち「大企業中心の春闘」への布石が打たれていたのである。64春
闘には，その枠外であれ同盟系の各組合が春期の賃上げ闘争を組んだことは
すでに見た。そして，IMF-JC（国際金属労連日本協議会）が1964年5月に
結成された33。ここには，電機労連（中立労連），造船総連（同盟），全国自
動車（純中立），全機金（新産別），八幡製鉄労組・中山製鋼労組（総評・鉄
31 同上，109頁。また，「労働組合の賃金闘争は，資本主義が続く限りとどまるところのな
い無限の闘争であるけれども，資本の投資政策になんらかの影響力を及ぼし，資本間競争
の不均衡是正をはかる産業政策をもたない限り・・・不安定性から脱却することは容易なこ
とではないことを示唆している」（同，179～180頁）。
32 前掲上妻美章（1976），107～143頁。
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鋼労連）と自動車総連など，いわゆる「オブザーバー組合を合わせて，54万
人を擁する労働組合が結集した」34。鉄鋼労連が IMF-JC に一括して加盟す
るのは，2年後の1966年2月であった。
IMF-JC は，産業政策を重視した。じっさい，67年6月，産業再編成に
対処していくとして「産業政策研究委員会」をつくり，「産業別労使会議を
産業政策提言の場として活用し，産業民主主義の確立をはかっていくべきこ
とが強調された」35。このように，当時の労働組合のなかに生まれた「産業政
策」の重視は，高梨昌（1967）の指摘する産別機能の新しい広がりを裏付け
るものと言えるかもしれない。もとより，その評価は難しいが，高梨昌自身
は，そうした新しい機能も，企業・工場・職場レベルの交渉関係における基
本があってこそ意味を持つものであり，産業政策への傾斜には批判的であっ
たように思われる36。
【2】
さて，総評の春闘が「大企業中心」と批判されるとしても，その背景は，
産業別賃金水準の決定が，寡占体制の確立と強化のなかで，たしかに民間産
業において広がってきたことにあった。
大河内一男編（1965）は，1950年代末から1960年代初めまでの調査（1959
年度～1962年度）にもとづいた協同研究である。当初の共同研究テーマは「団
体交渉下の賃金決定」とされながら，本書が公刊されるときに「産業別賃金
決定の機構」と題されたのは，現実に「企業内から産業別へ向かっての賃金
決定のダイメンジョンの推移」37が見られたことによる。
33 IMF-JC の「発足は，さまざまな理由と事情によって，労働界に憶測を呼び，衝撃を
与えた」という（同上175頁）。
34 前掲兵藤釗（1997），238頁。
35 同上，242頁。労働省『資料労働運動史（昭和42年版）』，458頁。
36 高梨昌1971は，産業政策への傾斜に対する批判としてつぎのように指摘している。「な
るほど戦線統一は，労働組合運動の悲願であろう。しかし，この悲願の達成という目的は
手段を合理化しない。産業別組合が大衆組織といわれるためには，産業レベルの団体交渉
関係を強化・発展させるだけでは足りない。組合員大衆の日常的利害を，企業・工場・職
場レベルの交渉関係をつくりあげ，労働給付の質的・量的規制をも交渉することによって
守るところに重要な存在価値がある」［高梨昌1971（岡崎三郎編1971所収）72頁］。
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対象となった産業及び関連する労働団体は，表3のとおりである。
第1に，対象の産業が，化学産業を除いて，鉄鋼，造船，自動車，電気機
器・産業機器など金属産業を中心としていたことである。すなわち，IMF-
JC に結集していく労働組合が基盤とする産業である（※の産別組織）。
しかし第2に，造船業や産業機械に見られるように，IMF-JC に参加し
ていかない産業別組織が結構存在するという一面をもつ。造船業では全造船
（中立労連），産業機械では全国金属（総評）・金属同盟（同盟）である。こ
れらがナショナルセンターの思想的傾向とはあまり関係がないことも留意し
なければならない。IMF-JC に参加しない産別組織は中小企業を基盤とし，
先に見た小池和男（1962）や高梨昌（1967）が明らかにした産別組織の論理
とは異なった立ち位置にあったと考えられる。
このように大河内一男編（1965）は，寡占体制の下での産業別賃金決定機
37 大河内一男編（1965）「はしがき」1頁。
表3 大河内一男編（1965）産業及び産別組織
産業（執筆者） 産別組織（加盟団体）
序論（隅谷三喜男）
鉄鋼業（高梨昌） ※鉄鋼労連（総評）
造船業（小林謙一） 全造船（中立労連）※造船総連（同盟）
自動車工業（隅谷三喜男） ※全国自動車
ただし，日産労組（自動車労連除く）
電気機器工業
（舟橋尚道・高橋洸・白井泰四郎）
※電機労連（中立労連）
産業機械工業（神代和欣） 全国金属（総評）
金属同盟（同盟）
※全機金（新産別）その他中立系
（備考）産業機械メーカーの各企業別組合は，そ
の上部団体との関係において，まさに四分五裂の
状態（464頁）。産別賃金交渉の不在。しかし賃上
げ相場との連関性（545頁）。
化学工業（藤田若雄） 合化労連（総評）
※は後に IMF-JC に加盟する組織。
日本の産業別労働組合研究（下）
―83―
構の形成という共通のテーマを持ちながらも，寡占体制の独占大企業群の一
方で厖大な中小企業群を抱える金属産業において，さらにそのなかの各産業
となると，執筆者によって異なる分析手法とならざるをえない。
そのように分析手法は異なるとはいえ，大河内一男編（1965）は，寡占体
制との関連で産業別の賃金決定機構の形成を説こうとしていた。同書の序文
（隅谷三喜男執筆）は，「寡占体制が確立し，寡占資本の対立と統一とが前
進していくなかでは，闘争は企業別労組単独では困難となっていたのであり，
それがまた，産業別統一交渉方式が昭和30年という時点において，大単産，
すなわち，寡占企業が支配する単産を推進者として，総評のなかに確立し・・・
賃金決定の基軸となったゆえんである」38として，つぎのように述べている。
「個々の企業別労組の力をもってしては，打ち破ることはほとんど不可能な，
市場競争に起因する賃上げの厚い壁を打破するもっとも有効な方法は，市場
競争に対して各企業が不均等に不利にならない形態で賃上げを要求すること，
すなわち，産業別に統一した要求をもって闘うことである」39。
小池和男（1962）や高梨昌（1967）で見たような，産業レベル賃金交渉と
市場における賃金水準の平準化との関連が強く意識されていることは明らか
であろう。
（2）－3 春闘相場の形成と産業別労働組合研究
大手企業を中心にするとはいえ，組織労働者の3分の2そして雇用労働者
の4分の1に迫る勢いを見せた1960年代半ば以降の春闘は，その相貌を変え
つつあった。
第1に，1964年のいわゆる4／17ストに対して，収拾を図った太田薫と当
時の首相・池田勇人による「池田・太田会談」は，公企体の賃金は民間準拠
とするという新たな賃金決定方式を合意した。春闘方式そのものがこれ以降，
民間単産でのストライキを中心とするものに大きく変わった。第2に，その
民間単産のうち，IMF-JC の比重が高まった。JCは，1967年春闘において，
38 同上「序論」，7頁。
39 同上，21頁。
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春闘共闘委とは別に「賃金闘争連絡会議」を設置してのぞみ，それ以降の春
闘は，「JC春闘」の名で呼ばれるようになった。そして第3に，「春闘相場」
との受け止め方が広く一般化した。春闘相場の言葉そのものは，1950年代末
から見られるようであるが，各企業の賃上げ決定にあたって，この春闘相場
が重視されるようになるのは1960年代半ば以降である。
春闘相場は，「賃上げの社会的基準」とも言うべきもので，個々の労働組
合の賃金要求のなかにも，また，それを受けて企業が妥結する水準としても
意味を持った40。
1960年代末の状況について，『労働白書（昭和46年版）』は，「賃上げの春
季への集中なども影響して，賃上げ額の相互関連性が同一産業内を中心とし
て強まってきたことの背景」の一つに，「労働力不足の進展に伴って労働者
の他企業，他産業との賃金比較意識が高まり，それを背景にして，労使とも
に賃金改定に当っての相場意識が全体として強まっていること」を挙げ，つ
ぎのような事情を述べている。「製造業についてみると，労働組合のある企
業では，大企業で8割以上，中小企業でも6割以上が，賃上げの決定につい
て他企業と担当者の会議，電話連絡などの情報交換を行っている。労働組合
のない企業では，大企業，中小企業とも3割前後しか情報交換を行っていな
い。・・・これは，春季の賃上げの過程で，同一産業ないし同一地域の労働組
合間で連携が密接になるに従って，経営者の間でも賃上げ情報の交換の必要
が生じていることを示している」41と。
こうして，1960年代後半は，たしかに「JC春闘」と言われる寡占体制下
の労働組合が前面に出る一方で，「春闘相場」の形成によって，中小企業を
含めた賃金水準形成の勢いが感じられた時期であった。それは，寡占体制－
産業別賃金平準化－産別組合機能という一連の経路を超えた産業別労働組合
の存在感を示しはじめていた。
表4に見られるように，春闘期の賃上げ率は，毎年10％を超え，20％に迫
40「60年代半ばにおける春闘相場の形成は，依然として，賃上げ交渉は多くの場合個別企
業レベルで行われながらも，春闘が個々の企業における賃上げの社会的基準を設定してい
く場としての意味をもつようになったことを示している」（前掲兵藤釗1997，150頁）。
41『労働白書（昭和46年版）』89～90頁。
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るまでに賃金闘争の勢いは増した。また，賃上げの分散係数［変動係数＝（標
準偏差／平均値）×100］をみても，60年代後半は，賃上げ率の平準化があ
らわれている。もちろん，この時期は，金属・機械や化学産業の寡占産業に
おいてその傾向が著しく，その他の産業では，平準化の傾向という程度でし
かあらわれていない。しかし，同じ時期には，単産間の分散係数も有意に低
下しており，それまで相対的に高位の賃金水準であった寡占下の産業との格
差が縮小していることを示している42。じっさい，1960年代後半は，「規模別
賃金格差の縮小」が見られたのである43。
そうした背景には，たしかに，表4の有効求人倍率が，1967年以降1．0倍
を上まわっていることから分かるように，売り手市場と化した労働市場もあ
るが，先に見たように，春闘期における労働組合の連携が進むなかで，企業
表4 春闘賃上げ率－分散係数－有効求人倍率
年
春闘賃上
率（％）
分散係数
全単産計
（分散係数）
単産間
（分散係数）
有効求人
倍率（倍）
金属・機械
グループ
化学
グループ
その他の
グループ
1960 8．7 32．76 30．44 57．02 39．11 27．96 0．6
‘61 13．8 24．52 25．52 30．84 26．71 38．39 0．7
‘62 10．7 24．69 26．73 50．11 34．20 39．73 0．7
‘63 9．1 28．04 27．92 41．38 33．55 34．91 0．7
‘64 12．4 16．35 16．04 33．39 22．61 17．54 0．8
‘65 10．3 18．69 19．43 29．15 24．09 19．19 0．6
‘66 10．4 16．46 17．88 25．56 21．35 19．09 0．7
‘67 12．1 9．57 12．86 31．21 18．99 18．18 1．0
‘68 13．5 13．48 15．32 25．74 18．29 16．67 1．1
‘69 15．8 12．91 13．21 27．44 18．23 18．22 1．3
1970 18．3 11．40 8．67 24．49 15．78 17．75 1．4
‘71 ― 12．68 11．82 31．78 21．26 21．70 1．1
出所）『労働白書（昭和46年版）』及び労働省『職業安定業務統計』。
注）分散係数＝（標準偏差／平均値）×100
42 その他の産業での分散係数のある程度の高さは，賃金水準の上昇のなかでの賃上げ幅の
散らばりを意味し，中小企業における労使の力関係の強弱を反映しているとも解される。
43『労働白書（昭和45年版）』17～18頁。
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表5 対象としている産業・組合一覧－岡崎三郎他著（1971）－
産業（執筆者） 産業別組織（単産） 類型
石炭産業（戸木田嘉久） 炭労 Ⅱ
国有鉄道（岡崎三郎）
逓信省（上妻美章）
文部省（田沼肇）
国労
全逓
日教組
Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
繊維産業（小池和男） 全繊同盟 Ⅴ
金属産業
○鉄鋼（高梨昌）
○造船（小林謙一・亀山直幸）
○電気機械（板東慧）
○産業機械（栗木安延）
鉄鋼労連
全造船・造船総連
電機労連
全国金属
Ⅱ
Ⅱ
Ⅱ
Ⅲ
化学産業（高木督夫） 合化労連 Ⅲ
紙パルプ産業（藤田若雄） 紙パ労連 Ⅱ
交通運輸産業（棚橋泰助） 私鉄総連 Ⅱ
－（角田豊） 全国一般 Ⅲ
海運業（西巻敏雄） 海員組合 －
注）類型は氏原正治郎（1977）による。
もまたそれに対応しなければならなかった事情こそ注目しなければならない。
言うまでもなく，労働市場における賃金の動向は，労使関係を媒介にして決
定されるからである。
以上のように，すべての産業で賃金水準（賃金引き上げ水準）の平準化が
観察されるとなると，従来，寡占体制下の産別賃金交渉に限られていた産業
別労働組合研究は，より広く理解されていくのも当然であろう。
岡崎三郎他（1971）の特徴は，一つは，対象となっている単産（産業別組
織）が14単産であることに見られるように，民間，公務そして大手－中小民
間にとらわれず，氏原正治郎（1977）の類型ⅠからⅢ・Ⅴ及び実際の産業別
労働組合である海員組合まで，ほとんどの組合が産別組合として取り上げら
れていることである（表5）。また二つは，その分析あるいは叙述の方法が，
組合史的（運動史的）な産業別組合論というところにある。
ただし，産業別労働組合研究とはいえ，この時期には，ほとんどの単産で
は，産別単一化そのものは見送られ，目標としても位置付けられなくなって
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いたという事実は指摘しておかなければならない。単産では，私鉄総連及び
鉄鋼労連が1960年代半ばには，単一化の方針を棚上げしている44。その理由
について，本稿では検討することができないが，推測を交えて若干述べるな
らば，私鉄総連は一貫して産別交渉を追及し，それなりに実現していたため，
組織形態への固執は強くなかったかもしれない45。また，鉄鋼労連は，それ
とは逆に，労連内部に台頭してくる企業別組合の勢力によって，むしろ産別
単一化は拒絶されたのではないか。こうした単産レベルでの産別単一化論か
らの離反によって，結局は，総評組織綱領草案そのものの棚上げ（1964年）
とも相俟って，産業別労働組合への志向性は著しく弱まることになったので
はないかと思われる。
そして，組織形態ではなく，その機能として産業別労働組合をみる傾向は，
現実の運動の展開への関心を強めていったと考えられる。
Ⅲ 制度から運動へ－産別組合研究の視点－
本稿は，産業別労働組合の研究史という観点から，日本の労使関係の一断
面を切り取りながら，紹介・検討してきた。あくまでも，「一断面」であっ
てすべてを覆うことはしていない。戦後直後から高度経済成長期にかけて，
労働組合が直面した課題は，合理化・職場問題を含めて多様である。その一
部を取り出して，産業別労働組合及びその研究史を追究することは，限界を
持つ。とりわけ，産別組合が，職場レベル－企業・事業所レベル－産別レベ
ルでの組合機能は当然として，国民経済のなかでも強く影響を受けてきたの
であるから，産別レベルに限るその環境条件の説明は，まさしく部分を述べ
44 私鉄総連の単一化構想は，1962年「組織綱領第1次草案」が定期大会に提出され，65年
には綱領として決定される予定であったが，「教育宣伝の目標として取り扱う」と事実上
棚上げされた。これについては，松村文人「私鉄の産業レベルと労使関係」（松村文人編
著『企業の枠を超えた賃金交渉－日本の産業レベル労使関係－』旬報社，2013年所収），61
～64頁。「組織綱領第1次草案」の内容については，一部であるが，岡崎三郎他（1971），
138頁参照。また，鉄鋼労連の産別単一化については，前掲高梨昌1965においても触れら
れているが，60年代初めには棚上げされたようである。
45 同上，松村文人（2013）63頁。
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たにすぎない。とはいえ，部分も全体のなかでは欠かすことはできないから，
そこに焦点を当てることは意味を持とう。
そういう限定を付した上で，戦後の産別組合研究を振り返りたい。
敗戦直後の日本の労働組合は，産別会議も総同盟も，産業別労働組合を目
指した。そして，ある程度はそれに成功した。この時期に，企業別組合の簇
生のなかでも産業別結集が進んだ背景は，インフレの昂進，経営民主化，産
業復興による賃金・労働条件の改善，国家独占体における労働組合の結成な
どの諸条件によって支えられていたことによるが，それが挫折した後も，産
別結集のうねりが連綿と続いたという歴史をみれば，条件の如何を問わず，
産業別労働組合は労働者の生存にとって不可欠であったと考えなければなら
ない。労働力の類型から企業別組合という組織形態の必然性を説く宿命論が，
その後批判にさらされていくのも，当然の成り行きであった（Ⅱ－1）。
賃金交渉が新労組法によって単位組合（単組）の協約締結内に限定される
なかで，1950年代前半の「産別賃金決定混乱の時代」を経て，産業別統一闘
争を軸とする賃金闘争，すなわち春闘が開始された。本稿では，その開始の
意味を「労働運動のリアリズム」との言葉で表現したが，春闘は，企業別組
合を直接否定したのではなく，むしろ丸ごと飲み込んだ上で，それを賃金に
絞って産業別にまとめ上げようとする闘いの方式であった。その意味で，春
闘は，産業別労働組合の不在を前提としていたが，それでもなお，総評組織
綱領草案に見られるように産業別組合は目指されたのであった（Ⅱ－2）。
1960年代に春闘が日本社会のなかに定着すると，その現実を踏まえた産業
別労働組合研究は大きな進歩を遂げた。その代表的な研究として，小池和男
（1962）と高梨昌（1967）を挙げることができる。寡占体制の下での企業間
競争は，生産物市場であれ資本蓄積の進展であれ，その範囲のなかで産業レ
ベルでの賃金水準の平準化をもたらす。そうした条件が，産業別組織の産業
レベル賃金交渉を可能とし，その役割の領域を作りだしていく。現実として，
産業別組織は産業別労働組合の機能を果たしていくのである。そのことを明
らかにしたのが，新しい産業別組合論の意義であったと言ってよい。
今ひとつ，新しい産業別組合論が明らかにしたことは，職場組織－企業別
組合との関連である。独占段階の職種は，内部昇進制をもつ職務群から成り，
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それぞれの労働給付にもとづいた賃金取引機構を形成する。そうした労働給
付と賃金給付との取引機構は，職場レベル－事業所（企業）レベル－産業レ
ベルという階層をなすのである。とするならば，産業別労働組合であっても，
職場・企業レベルでの交渉組織をもたなければならないし，また逆に企業別
労働組合であっても，上は産業レベルでの，下は職場レベルでの交渉組織を
もたない限りは，労働組合の役割を果たすことができない。労働組合の産業
別組織と企業別組織（そして職場組織）は，こうした関連する構造のなかに
ある（Ⅱ－3）。
この組合論は，職場組織を基礎に企業別組合を単位とした産業別労働組合
を構想した総評組織綱領草案とみごとなまでに整合的であった。草案は，職
場闘争・産業別統一闘争という，じっさいの運動の諸経験を通して，たえず
強化されなければならないとしていた。
もとより，総評組織綱領草案そして私鉄総連や鉄鋼労連の産別単一化構想
も，1960年代半ばには棚上げされた。こうして組織の制度としての産業別労
働組合構想は消滅したけれども，労働組合がその役割を果たそうとすれば，
運動としての産業別労働組合は，職場レベル－企業レベル－産業レベルにお
いて生き続けていくことになろう。
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